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国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月10日
国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日
国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等）�10月31日
国　税／�2月決算法人の中間申告� 10月31日
国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間

申告� （年3回の場合）�10月31日
地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日
労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）�10月31日
労　務／�労災の年金受給者の定期報告
� （7月〜12月生まれ）�10月31日
労　務／�労働保険料第2期分の納付� 10月31日
� （労働保険事務組合委託の場合は11月14日）

　原材料費やエネルギー価格、労務費などの
上昇分を、中小企業等が発注側企業に適切に
価格転嫁するための支援体制強化として中小
企業庁が全国47都道府県の「よろず支援拠点」
に7月新設した相談窓口。窓口では、価格交
渉に関する基礎的な知識や原価計算の手法の
習得支援などのサポートを行っています。

ワンポイント 価格転嫁サポート窓口

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER
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アスター

日 月 火 水 木 金 土
	 1	

	8	

15	

22	

29	

	2	

	9	

16	

23	

30	

	3	

10	

17	

24	

31	

	 4	

11	

18	

25	

	・	

	 5	

12	

19	

26	

	・	

	 6	

13	

20	

27	

	・	

	 7	

14	

21	

28	

	・	



10 月号─2

一
　
国
内
居
住
要
件
▪
▪
▪
▪
▪
▪

㈠
　
国
内
居
住
要
件
の
考
え
方

　

国
内
居
住
要
件
の
「
住
所
」
と
は
、

住
民
基
本
台
帳
に
住
民
登
録
さ
れ
て

い
る
か
ど
う
か
（
住
民
票
が
あ
る
か

ど
う
か
）で
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

住
民
票
が
日
本
国
内
に
あ
る
者

は
、
原
則
と
し
て
国
内
居
住
要
件
を

満
た
す
も
の
と
さ
れ
ま
す
の
で
、
被

扶
養
者
が
一
定
の
期
間
を
海
外
で
生

活
し
て
い
る
場
合
も
、
日
本
に
住
民

票
が
あ
る
限
り
は
、
国
内
居
住
要
件

を
満
た
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
住
民
票
が
日
本
国
内
に

あ
っ
て
も
、
海
外
で
就
労
し
て
お
り
、

日
本
で
全
く
生
活
し
て
い
な
い
な
ど
、

明
ら
か
に
日
本
で
の
居
住
実
態
が
な

い
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
は
、
保
険

者（
協
会
け
ん
ぽ
・
健
康
保
険
組
合
）

に
お
い
て
、
例
外
的
に
国
内
居
住
要

件
を
満
た
さ
な
い
も
の
と
判
断
し
て

差
し
支
え
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

㈡
　
例
外

①
　
例
外
が
認
め
ら
れ
る
と
き

　

日
本
国
内
に
住
所
が
な
い
と
し
て

も
、
外
国
に
一
時
的
に
留
学
を
す
る

学
生
や
、
外
国
に
赴
任
す
る
被
保
険

者
に
同
行
す
る
家
族
な
ど
、
一
時
的

な
海
外
渡
航
を
行
う
者
等
は
、
日
本

国
内
に
生
活
の
基
礎
が
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
者
と
し
て
、
国
内
居
住
要
件

の
例
外
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

②
　
手
続
き

　

健
康
保
険
被
扶
養
者
（
異
動
）
届

を
提
出
す
る
際
に
、
健
康
保
険
被
扶

養
者
（
異
動
）
届
に
国
内
居
住
要
件

の
例
外
に
該
当
す
る
旨
を
記
載
し
ま

す
。

　

保
険
者
が
被
扶
養
者
の
認
定
を
す

る
と
き
は
、健
康
保
険
被
扶
養
者（
異

動
）
届
に
添
付
さ
れ
て
い
る
国
内
居

住
要
件
の
例
外
に
該
当
す
る
こ
と
を

証
す
る
書
類
等
に
よ
り
、
確
認
が
行

わ
れ
ま
す
。

　

書
類
等
が
外
国
語
で
作
成
さ
れ
た

も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
書
類
に

翻
訳
者
の
署
名
が
さ
れ
た
日
本
語
の

翻
訳
文
の
添
付
が
必
要
で
す
。

③
　
添
付
書
類（
例
）

　

国
内
居
住
要
件
の
例
外
に
該
当
す

る
事
由
に
よ
り
添
付
書
類
が
異
な
り

ま
す
。

a　

留
学
生

　
　

査
証（
ビ
ザ
）、
学
生
証
、
在
学

証
明
書
、
入
学
証
明
書
等
の
写
し

b　

外
国
に
赴
任
す
る
被
保
険
者
に

同
行
す
る
者

　
　

査
証
、
海
外
赴
任
辞
令
、
海
外

の
公
的
機
関
が
発
行
す
る
居
住
証

明
書
の
写
し

c　

観
光
、
保
養
又
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
そ
の
他
就
労
以
外
の
目
的

で
の
一
時
的
な
海
外
渡
航
者

　
　

査
証
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
派
遣
期

間
の
証
明
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
参

加
同
意
書
等
の
写
し

d　

被
保
険
者
の
海
外
赴
任
期
間
に

当
該
被
保
険
者
と
の
身
分
関
係
が

生
じ
た
者
で
、
b
と
同
等
と
認

め
ら
れ
る
者

　
　

出
生
や
婚
姻
等
を
証
明
す
る
書

類
等
の
写
し

e　

a
か
ら
d
ま
で
に
掲
げ
ら
れ

る
も
の
の
ほ
か
、
渡
航
目
的
そ
の

他
の
事
情
を
考
慮
し
て
日
本
国
内

に
生
活
の
基
礎
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
者

　
　

個
別
に
判
断

二
　
国
内
居
住
要
件
の
Q
＆
A
▪
▪

　
「
国
内
居
住
要
件
に
関
す
る
Q
＆

A
」（
厚
生
労
働
省
）
よ
り
、
一
部
抜

粋
し
た
も
の
を
取
り
上
げ
ま
す
。

　

国
内
居
住
要
件
は
、
ど
こ
ま

で
の
確
認
を
要
す
る
の
か
。
住

民
票
の
確
認
に
加
え
て
、
全
て
の
被

扶
養
者
（
認
定
対
象
者
）
に
対
し
て

居
住
実
態
の
確
認
を
行
う
必
要
が
あ

　

令
和
２
年
４
月
１
日
に
健
康
保
険

制
度
が
改
正
さ
れ
、
被
扶
養
者
認
定

の
要
件
に
「
日
本
国
内
に
住
所
を
有

し
て
い
る
こ
と
」が
加
わ
り
ま
し
た
。

　

基
本
的
な
考
え
方
や
具
体
的
な
取

り
扱
い
は
、
厚
生
労
働
省
が
発
す
る

通
知
や
「
国
内
居
住
要
件
に
関
す
る

Q
＆
A
」
等
に
よ
り
示
さ
れ
て
い
ま

す
。
そ
し
て
今
年
６
月
、
取
扱
い
の

一
層
の
明
確
化
を
図
る
た
め
、
通
知

や
Q
＆
A
の
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
国
内
居
住
要
件
の
概
要

と
改
正
内
容
を
ご
説
明
し
ま
す
。

1Q

被扶養者の　　
国内居住要件等
（健康保険）
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る
の
か
。

　

国
内
居
住
要
件
の
確
認
は
原

則
、
住
民
票
が
日
本
国
内
に
あ

る
か
ど
う
か
を
確
認
す
れ
ば
よ
く
、

全
て
の
被
扶
養
者
の
居
住
実
態
を
確

認
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

明
ら
か
に
日
本
に
居
住
実
態
が
な

い
た
め
国
内
居
住
要
件
を
満
た
さ
な

い
と
判
断
す
る
の
は
、
例
え
ば
海
外

療
養
費
の
審
査
の
過
程
に
お
い
て
、

海
外
へ
の
渡
航
理
由
を
確
認
し
た
際

に
、
海
外
で
就
労
し
て
お
り
、
日
本

国
内
で
の
居
住
実
態
が
な
い
と
判
明

し
た
ケ
ー
ス
等
の
個
別
の
対
応
の
み

で
、
問
題
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

外
国
に
一
時
的
に
留
学
を
す

る
学
生
、
外
国
に
赴
任
す
る
被

保
険
者
に
同
行
す
る
家
族
等
の
一
時

的
な
海
外
渡
航
を
行
う
者
で
あ
っ

て
、
本
来
の
在
留
活
動
を
妨
げ
な
い

範
囲
の
付
随
的
な
就
労
を
行
う
場
合

又
は
就
労
し
な
い
場
合
の
収
入
確
認

に
つ
い
て
、
渡
航
先
で
の
滞
在
期
間

が
短
い
等
の
理
由
で
収
入
を
確
認
す

る
公
的
証
明
等
が
発
行
で
き
な
い
場

合
の
取
扱
い
は
ど
う
な
る
の
か
。

　

渡
航
先
で
の
滞
在
期
間
が
短

い
等
の
理
由
で
公
的
証
明
等
が

発
行
で
き
な
い
場
合
は
、
ビ
ザ
に
お

い
て
、
就
労
の
可
否
、
可
能
な
就
労

の
程
度
を
確
認
し
、
今
後
１
年
間
の

収
入
を
見
込
む
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
ビ
ザ
だ
け
で
は
判
断
で
き
な
い

場
合
は
、
被
保
険
者
の
勤
務
先
に
お

い
て
扶
養
手
当
の
支
給
状
況
及
び
支

給
基
準
等
を
提
出
さ
せ
確
認
を
行
い

ま
す
。

　

な
お
、
出
国
前
の
日
本
国
内
で
の

収
入
で
判
断
す
る
場
合
は
、
海
外
に

渡
航
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る
状
況
の

変
化
に
つ
い
て
考
慮
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
点
に
も
注
意
を
要
し
ま
す
。

（
例
）

・　

学
生
ビ
ザ
で
就
労
可
能
な
時
間

に
制
限
が
あ
る
場
合
等
、
当
該
制

限
の
下
で
就
労
す
る
こ
と
に
よ
り

被
扶
養
者
の
認
定
基
準
未
満
の
収

入
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
場

合
は
、
就
労
に
よ
る
収
入
は
収
入

要
件
を
満
た
す
と
し
て
取
り
扱
っ

て
差
し
支
え
な
い
。

・　

就
労
が
で
き
な
い
種
類
の
ビ
ザ

の
発
給
を
受
け
て
い
る
場
合
、
就

労
に
よ
る
収
入
は
な
い
と
し
て
取

り
扱
っ
て
差
し
支
え
な
い
。

・　

渡
航
す
る
前
に
国
内
に
居
住
し

て
い
た
認
定
対
象
者
に
つ
い
て
認

定
時
に
お
け
る
最
新
の
国
内
の
所

得
証
明
書
を
取
得
す
る
こ
と
が
で

き
る
場
合
、
当
該
証
明
書
に
て
被

扶
養
者
の
認
定
基
準
額
未
満
の
収

入
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
場

合
は
、
渡
航
後
も
認
定
基
準
額
未

満
の
収
入
と
し
て
取
り
扱
っ
て
差

し
支
え
な
い
。

　

国
内
に
住
民
票
を
有
し
、
国

内
居
住
要
件
を
満
た
す
場
合
に

は
、
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
す
る
と

い
う
こ
と
か
。

　

国
内
居
住
要
件
を
満
た
す
こ

と
の
み
で
被
扶
養
者
と
し
て
認

定
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

身
分
関
係
、
生
計
維
持
関
係
等
の
被

扶
養
者
が
満
た
す
べ
き
要
件
に
つ
い

て
は
、
従
来
通
り
適
切
に
把
握
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
「
観
光
、
保
養
又
は
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
、
そ
の
他
就
労
以

外
の
目
的
で
一
時
的
に
海
外
渡
航
す

る
者
」
に
ワ
ー
キ
ン
グ
ホ
リ
デ
ー
制

度
の
利
用
者
は
含
ま
れ
る
の
か
。（
一

部
改
正
）

　

通
常
の
就
労
ビ
ザ
と
異
な

り
、
ワ
ー
キ
ン
グ
ホ
リ
デ
ー
制

度
は
主
と
し
て
休
暇
を
過
ご
す
意
図

を
有
す
る
も
の
と
位
置
付
け
ら
れ
て

お
り
、
ワ
ー
キ
ン
グ
ホ
リ
デ
ー
で
の

渡
航
は
、
海
外
滞
在
期
間
中
の
旅

行
・
滞
在
資
金
を
補
う
た
め
の
付
随

的
な
就
労
が
認
め
ら
れ
る
も
の
の
、

就
労
を
目
的
と
し
た
渡
航
と
は
言
え

な
い
た
め
、
国
内
居
住
要
件
の
例
外

と
し
て
認
め
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
就
業
訓
練
の
目
的
で
一
時

的
に
海
外
渡
航
す
る
者
に
つ
い
て

は
、
例
え
ば
ビ
ザ
の
内
容
か
ら
留
学

と
同
様
で
あ
る
と
判
断
で
き
る
場
合

な
ど
、
就
労
を
目
的
と
し
た
渡
航
と

は
言
え
な
い
場
合
に
は
、
国
内
居
住

要
件
の
例
外
と
し
て
認
め
ら
れ
ま
す
。

　

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機

構
（
J
I
C
A
）
の
海
外
協
力

隊
な
ど
海
外
で
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

を
す
る
場
合
、
当
該
団
体
等
か
ら
現

地
生
活
費
が
支
給
さ
れ
る
こ
と
が
あ

る
が
、
こ
の
場
合
も
国
内
居
住
要
件

の
例
外
に
該
当
す
る
か
。（
改
正
）

　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
で
一
時

的
に
海
外
に
渡
航
す
る
者
と
し

て
国
内
居
住
要
件
の
例
外
に
該
当
し

ま
す
。

　

た
だ
し
、
当
該
現
地
生
活
費
が
年

間
収
入
と
し
て
被
扶
養
者
の
認
定
基

準
額
以
上
で
あ
る
場
合
等
は
、
健
康

保
険
法
第
３
条
第
７
項
に
規
定
す
る

「
主
と
し
て
そ
の
被
保
険
者
に
よ
り

生
計
を
維
持
す
る
も
の
」
に
該
当
し

な
い
た
め
、
被
扶
養
者
と
認
定
さ
れ

な
い
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

2Q
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　健康保険・厚生年金保険の保険料や保険
給付の額は、会社が支払う報酬および賞与
の額に基づいて決定した標準報酬月額・標
準賞与額により算出します。
　令和5年6月、報酬・賞与の範囲等を示
した「標準報酬月額の定時決定及び随時改
定の事務取扱いに関する事例集」の一部が
改正され、事業主が長期勤続者に対して支
給する金銭、金券又は記念品等（以下「永
年勤続表彰金」といいます。）の取扱いが、
次のように明示されました。
１　永年勤続表彰金
　企業により様々な形態で支給されるため、
その取扱いについては、名称等で判断する
のではなく、その内容に基づき判断を行う
必要があるが、少なくとも以下の要件を全
て満たすような支給形態であれば、恩恵的
に支給されるものとして、原則として「報

酬等」に該当しない。
　ただし、当該要件を一つでも満たさない
ことをもって、直ちに「報酬等」と判断す
るのではなく、事業所に対し、当該永年勤
続表彰金の性質について十分確認した上
で、総合的に判断すること。
２　永年勤続表彰金における判断要件
⑴　表彰の目的
　　企業の福利厚生施策又は長期勤続の奨
励策として実施するもの。
　　なお、支給に併せてリフレッシュ休暇
が付与されるような場合は、より福利厚
生としての側面が強いと判断される。
⑵　表彰の基準
　　勤続年数のみを要件として一律に支給
されるもの。
⑶　支給の形態
　　社会通念上、いわゆるお祝い金の範囲
を超えていないものであって、表彰の間
隔が概ね5年以上のもの。

永年勤続表彰金の取扱い 
〜社会保険の報酬等の範囲〜

　ストレスチェックプログラムは、労働安
全衛生法に基づくストレスチェック制度を
事業者が円滑に導入できるように無料配布
されているものです。このプログラムによ
りストレスチェックの受検、結果出力、集
団分析等を行うことができます。
　令和5年4月にプログラムの「Ver.3.6」
が公開されました。
　なお、令和5年11月以降に「Ver.3.5以前」
を使用している場合、動作に不具合が生じ
る可能性があり、10月までに最新版をダ
ウンロードするよう注意喚起が行われてい
ます。
　厚生労働省ホームページ内の「ストレス
チェック等の職場におけるメンタルヘルス
対策・過重労働対策等」又は、同省が働く
人のメンタルヘルス・ポータルサイトとし
て設けている「こころの耳」よりダウンロー
ドすることができます。

ストレスチェックプログラム
の更新
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